
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　成長産業支援試験研究機器整備事業（国補）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3094）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　　 31,108千円（前年度予算額：44,407千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	44,407
	44,407
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	31,108
	31,108
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	31,108
	31,108
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・国の戦略市場創造プランや岐阜県成長・雇用戦略において、成長が期待される航空・宇宙、医療・福祉機器、食料品、医薬品、次世代エネルギー等の研究開発を行っている企業に対する高度な技術的支援が必要とされている。

・生産性の向上には、IoT社会への対応、スパコンの活用、高性能３Dプリンタによる試作等をはじめとした先端設備を活用した取り組みが重要であるが、これらの設備については、性能の高度化に伴い取扱いに専門性が必要とされ、中小企業が自社で導入することは困難となっている。
・また、支援機関単独では企業の求める先端設備をすべてそろえることはできないため、地域の支援機関が連携し切れ目のない支援を進めることが有効となる。
・そこで、愛知県、三重県、名古屋市の支援機関と連携し、国の補助事業を活用した設備整備を進め、企業の生産性向上に向けた支援基盤の整備を進める。
（２）事業内容

・マルチマテリアル化の取組が進むなか、東海地域の近未来産業構造の変化に対応するため、金属材料や炭素繊維複合樹脂材料などの物性試験、環境試験、表面観察、構造観察を行う機器を、岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市の公設試が連携して整備し、地域の中小企業の生産性向上のための支援基盤を整備する。

・岐阜県では、マルチマテリアル化に対応し、高精度な表面分析ができる装置として蛍光Ｘ線分析装置を整備し、軽量化素材上の塗膜・めっきなどの膜厚評価や、素材表面の汚染物質、異物などの分析支援能力を向上させることで、モノづくり企業の製品開発能力の向上および、高品質化による高付加価値商品の開発支援を進める。
（３）県負担・補助率の考え方

　国の補助事業の活用により県負担なし。
（４）類似事業の有無
　成長産業支援試験研究機器整備事業
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	31,108
	技術支援用備品の購入

	合計
	31,108
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・工業系試験研究機関の再編における企業支援事業の一環
（２）国・他県の状況

・他県、市の支援機関との連携による支援が必要となっている
（３）後年度の財政負担
・故障時の修繕費用
（４）事業主体及びその妥当性
・岐阜県（工業系試験研究機関）が企業支援を実施し、新技術開発や新規分野への参入への障壁を低くすることで産業振興を促す。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成３１年度中に蛍光Ｘ線分析装置を工業技術研究所に整備し、依頼試験あるいは開放機器として利用可能にすることで、モノづくり企業の生産性向上や高付加価値商品の開発を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	機器利用の推進

※導入次年度の利用件数
	0
（H30）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	100
（H31）
	　％


○指標を設定することができない場合の理由
	※目標設定は導入次年度の利用件数となっております。



（前年度の取組）

	平成３０年１２月に残留応力測定装置を導入し、供用を開始した。


（前年度の成果）

	機器に関する講演会を開催し、多くの企業から質問等を受けた。また、機器についても早期に利用したいとの声もあり、導入効果が高いと思われる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	各分野の業種別懇談会における企業からの要望に沿っており、県の関与は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・導入機器の故障時の対応や、古くなった場合の更新



（次年度の方向性）
	・他県・市と連携を取りながら、機器利用講習会等を通して地域企業による装置の活発な利用を図るとともに、研究開発や支援業務において積極的な利用を進める。



